
４ 令和６年度に実施した主な事業 

 

＜保健・医療・福祉の充実に＞ 

福祉施設等物価高騰対策支援給付金の交付 ２億１，８３２万円 
    原油価格・物価高騰等の影響を受けている福祉施設の負担を軽減し、高齢者・障害児者等へのサ

ービスの安定的な提供体制を確保するため、給付金を交付した。 
 
  地域包括ケアシステムの推進 １億６，６４３万円 

    川崎らしい都市型の地域包括ケアシステムの構築に向けた戦略的な取組の推進方法の検討や、

様々なツールを活用した情報発信等による、多様な主体に対する意識づくりに向けた普及啓発等に

取り組んだ。 
 
  住民税非課税世帯等に対する給付金の支給 １５１億２，２０１万円 

    物価高の影響を踏まえた低所得者支援として、住民税非課税世帯等に対する電力・ガス・食料品

等価格高騰支援給付金の支給など、生活支援を行った。 
 

生活保護・生活困窮者自立支援業務の実施 ５７４億５６万円 

生活に困窮する市民に対し、自立相談支援事業の実施、住居確保給付金の支給その他の自立の支

援に関する措置を講ずることにより、その自立の促進を図った。また、困窮の程度に応じ、必要な

保護を行い、最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長した。 
 

高齢者外出支援乗車事業の推進 ２２億４，６６３万円 

高齢者フリーパス等の発行により外出を支援することで、高齢者の社会活動への参加を促進する

とともに、導入したＩＣＴを活用し、把握した利用状況等を踏まえ、バス事業者との負担割合を設

定するなど、持続可能な制度構築に向けた取組を行った。 
 

かわさき健幸福寿プロジェクトの実施 ３，９６０万円 

要介護度等の改善・維持の成果を上げた介護サービス事業所に報奨金等のインセンティブを付与

する「かわさき健幸福寿プロジェクト」を実施し、取組意欲の向上を促した。 
 

介護サービス事業所等のサービス継続に向けた支援 ４億８，３６６万円 

    新型コロナウイルス感染症の発生等に対応した介護サービス事業所・施設等に対して、緊急時の

サービス提供に必要な介護人材の確保等に係る経費の支援を実施した。 
 

認知症対策事業の推進 １億２，２９０万円 

  高齢者数の増加に伴う認知症高齢者数の増加に適切に対応するため、地域の認知症に関する医療

提供の中核となる認知症疾患医療センターを運営し、地域の介護・医療資源等を有効に活用するた

めのネットワークづくりを進めた。 
 

介護人材の確保・定着支援の実施 ８億８，４４８万円 

介護職員の家賃補助や資格取得に向けた支援、研修派遣時に事業所の運営安定化を図るための代

替職員の斡旋等、介護職員が長く働き続けられる環境づくりに取り組むとともに、介護職員の負担

軽減や業務改善を目的として、介護施設等が介護ロボット及びＩＣＴを導入する際の助成を実施し

た。 
また、介護サービス事業所の介護職員等の処遇改善を目的として、令和６年度報酬改定で算定要

件が改正された処遇改善加算の取得促進に向けた市内事業所への支援を実施した。 
 



高齢者の多様な居住環境の整備 １６億９，１４７万円 

要介護高齢者の増加を踏まえ、介護老人保健施設等の整備を進めるとともに、老朽化が進む民間

特別養護老人ホーム及び民間養護老人ホームの大規模修繕に対する支援により、入居者が安心して

施設を利用できる環境を整備した。 
 

障害児等支援施策の推進 １３２億９，４７９万円 

  発達に心配のある子どもの地域生活の充実に向け、令和５年度までに開設した市内５か所の子ど

も発達・相談センターの運営に加え、新たに２か所（中原区及び高津区）整備し、支援を実施した。 
また、聴覚障害児に対する早期からの切れ目ない支援を提供するため、連絡調整会議の設置や関

係機関との連携を図る中核的な機能を整理し、聴覚障害児本人とその保護者に対する適切かつ効果

的な支援とともに様々な情報を発信する取組を開始した。 
 

精神科入院患者に対する支援の推進 ３２万円 

  精神科病院で入院治療を受けている、家族等がいない医療保護入院者等に対して、傾聴や生活相

談を実施する支援員を派遣する取組を開始した。 
 

補助犬使用者への支援の実施 １０万円 

身体障害者補助犬の貸与を受けている方で、補助犬の定期健診及び疾病予防等の費用の負担が困

難な方を対象として、健康管理費の一部助成を開始した。 
 
  障害者就労支援等の推進 １４億５６９万円 

障害のある方の特性に応じた就労支援等を実施するとともに、企業応援センターの人員体制を拡

充し、障害者雇用を検討している企業に対する相談支援体制を強化した。 
   

健康づくりの促進 １億２，１８２万円 

    市民の健康意識を高め、さらにその運動の成果を子ども達の学校生活に還元する取組として、ウ

ォーキングアプリ「かわさきＴＥＫＴＥＫ」を活用した健康ポイント事業を行い、市立小学校へ寄

附ポイントの還元を実施した。 
 

新型コロナウイルスワクチンの定期接種の推進 １２億４，８８７万円 

新型コロナウイルスワクチンが令和６年４月から定期接種に位置付けられたことから、主に65歳
以上の高齢者を対象として、ワクチン接種を実施した。 

 
動物愛護事業の推進 １５２万円 

収容動物の殺処分減少及び譲渡促進に向けた取組を推進するため、医療機器等の購入、川崎市獣

医師会との協定及びボランティアの協力により、動物愛護センター収容動物の治療や馴化を行った。 
 

救急医療体制確保対策事業の推進 １０億６８６万円 

市内の重症小児患者について、スムーズな市内搬送・処置に向けた体制強化やネットワークを形

成することで市内医療施設間の連携を強化するとともに、重症症例の把握や事後検証を行う体制を

整備した。 
 

救急医療情報システム事業の実施 １億１，０１９万円 

神奈川県全域で運用開始した＃７１１９事業（救急安心センター事業）について、川崎市救急医

療情報センターとの連携を実施した。 
 

がん検診等の実施 ２３億１，３３７万円 

各種がん検診を実施するとともに、受診率向上を図るために、検診対象の市民に向けて、がん検

診の案内の封書やハガキを送付するなど個別受診勧奨及び再勧奨を実施した。 
 



総合的なアレルギー疾患対策事業の実施 ４，４７８万円 

総合的なアレルギー疾患対策に向け、適切な情報を入手しやすい環境の整備やパンフレット・動

画等による最新の知見を踏まえた情報提供を実施するとともに、講演会の充実を図るなどの取組を

推進した。 
 

市立看護大学の運営 ５億３，１８８万円 

４年制大学の第１期生が就職に向けた活動をスタートする中で、市内医療機関による合同就職説

明会の開催等の就職支援を実施した。 
また、令和７年４月の看護大学大学院の開学に向けて、大学院校舎の整備等を実施した。 

 

＜子育ての支援に＞ 

地域における子育て支援の推進 ７億４，８２１万円 

地域子育て支援センターにおいて、子育て中の親子の交流促進や相談援助を実施するとともに、

ふれあい子育てサポートとして市民相互による育児援助活動を行うなど、地域子育て支援を推進し

た。 
将来にわたり国際的な視野を持って活躍をめざす子ども・若者の挑戦を後押しするため、米国ス

タンフォード大学と連携し、「Stanford e-Kawasaki」を実施した。 
 

母子保健指導・相談の推進 １７億１，１３５万円 

母子保健指導等の推進に向けて、妊娠期から出産・子育て期までの相談に応じる伴走型相談支援

と、妊娠届出時及び出産後の面接後にそれぞれ５万円を給付する経済的支援を一体的に実施した。 
産後ケア事業の利用料金について、産婦１人あたり５回（日）を上限に、１回（日）あたり2,500

円減免したほか、これまで助産所のみだった事業実施施設を医療機関や訪問看護事業所へ拡充した。

また、令和６年10月から、日帰りロング型を新設するとともに、これまで生後４か月までだった訪

問型の対象年齢を１歳まで拡充した。 
 

妊婦・乳幼児の健康の推進 １４億３，２４２万円 

産後うつや新生児虐待の予防及び早期発見を行い、適切なサービスにつなぐため、産後２週間、

１か月の時期に産婦健康診査事業を実施し、母子の状況に応じた支援を行った。 
また、周産期の切れ目ない支援の強化を図るため、令和７年１月から１か月児健康診査事業を開

始した。 
 

児童手当費の助成 ２２３億９，６３０万円 

国の制度改正に伴い、令和６年10月分から、所得制限の撤廃、高校生年代まで支給期間の延長、

第３子加算の拡充等を実施した。 
 

児童扶養手当費の助成 ２６億２，７３６万円 

国の制度改正に伴い、令和６年11月分から、所得限度額及び第３子以降の加算額の引き上げを実

施した。 
 

小児医療費の助成 ６６億９，３１６万円 

子どもの健全な育成や子育て家庭における経済的負担の軽減を図るため、中学３年生までの通院

及び入院に係る医療費の自己負担分を助成した。 
 

子ども・若者支援の推進 ６，３８５万円 

「こどもサポート小田」及び「こどもサポート旭町」の運営を実施し、課題を抱える子ども・若

者の居場所づくりに取り組んだ。 
 



こども文化センター・わくわくプラザの運営 ４９億８４２万円 

多様な遊びや集団活動を通じた児童の健全育成や放課後等の児童の安全・安心な居場所づくりの

推進を図るとともに、施設等の計画的な維持・補修を実施した。 
また、東高津小学校・東高津こども文化センターにおいて子どもの声を聴きながら居場所づくり

を試行的に実施するとともに、学童期・思春期の居場所づくりについて「放課後等の子どもの居場

所に関する今後の方向性」を策定した。 
 

児童養護施設等の運営 ４２億３，１７４万円 

「川崎市社会的養育推進計画」に基づき、施設の小規模化・地域分散化及び子どもの自立支援を

推進するため、新たな小規模児童養護施設を１か所開設した。また、昨今の物価高騰による施設の

運営負担を抑え、円滑な施設運営を支援するために、経費の補助を実施した。 
  

里親制度の推進 ９，５６８万円 

フォスタリング事業の実施により、制度の広報・普及啓発、児童委託後の支援など、制度の一層

の推進を図った。また、ピアサポート事業の実施により、里親に対する支援を行った。 
 

妊産婦等への支援の推進 １，２８９万円 

令和６年10月から新たに妊産婦等生活援助事業を開始し、家庭生活に支障が生じている特定妊婦

や出産後の母子等に対して、入所により居場所や食事の提供を行う生活支援及び相談支援等を実施

した。 
   

児童虐待防止対策の推進 １２億２，６３３万円 

児童虐待防止に向けた普及啓発活動や相談支援体制の充実、関係機関との連携強化による児童虐

待の早期発見、早期対応、被虐待児の自立支援及び職員の人材育成等を実施した。 
児童相談所の業務特性を踏まえた働き方改革の推進等のため、タブレット端末等を導入した。 
保護児童の生活環境の改善や定員拡大を図るため、引き続き中部児童相談所一時保護所の新築工

事を実施した。 
 

認可保育所等の受入枠の確保 ７０８億６，５９１万円 

就学前児童数は減少傾向にあるものの、依然として高止まりする保育ニーズに対応するため、認

可保育所等の整備や既存の保育資源の有効活用により、保育受入枠を確保するとともに、各区役所

において利用者へのきめ細やかな相談・支援等の取組を推進したことにより、令和７年４月１日時

点の待機児童数は５年連続で０人となった。 
 

保育士確保対策の推進 １２億９，３３７万円 

市内保育所等への保育士確保対策として、潜在保育士、養成校学生等を対象に就職相談会やリモ

ートでの保育所見学事業等を実施したほか、保育士試験対策講座、就職・復職支援研修を実施した。 
また、民間保育所の保育士等への処遇改善に係る取組について、経験年数７年目以上の職員への

４万円保障を継続して行うとともに、事業者に対して保育士用の宿舎を借り上げるための費用の一

部を支援した。 
 

こども誰でも通園制度の実施 １，５３８万円 

「こども誰でも通園制度（仮称）」の試行的事業について、令和８年度以降の本格実施を見据え、

公立保育所を含む市内45施設で事業を実施するとともに、児童の利用実績等に応じて補助を行った。 
 

認可外保育施設への支援の充実等 ３０億９，７９９万円 

川崎認定保育園及び病児・病後児保育施設等職員の処遇改善を実施した。また、多子世帯支援と

して、川崎認定保育園の多子減免の対象を第２子以降に拡充し、減免額を１万6,000円に引き上げ

た。 
病児・病後児保育施設の利用対象者について、小学校就学前までの児童としていたが、小学３年



生まで受入れを拡大した。 
 

幼児教育の推進 ９１億４，７７３万円 

幼稚園については、一時預かり事業の長時間化・通年化を推進するとともに、令和７年４月の認

定こども園（幼稚園型２園）移行に向けた取組を実施した。 
また、幼児教育・保育の無償化の対象外となっている幼児施設等について、幼稚園類似施設利用

料等補助事業を実施し、対象施設に在園する子ども172人の保護者に対し、補助を実施した。 
 

認可保育所等の整備 １８億３，１２６万円 

認可保育所３か所の整備により、保育受入枠を140人分確保した（新築２か所130人分、増改築10
人分）。保育と子育てを総合的に支援する「保育・子育て総合支援センター」について、多摩区の

整備を完了し、高津区の整備に向けて実施設計に着手した。また、幸区の整備に向けて、民間活力

導入可能性の検討を行った。 
 

ひとり親家庭の自立に向けた支援 ３５億５６万円 

ひとり親家庭の親と子の将来の自立に向けた支援を行うことを主な目標とし、児童扶養手当や医

療費助成等の経済的支援のほか、母子・父子福祉センターによる生活支援、就労支援等を行った。 
養育費の確保に向けた費用の補助及び公正証書作成にかかる費用の補助範囲を拡充し、養育費回

収のための弁護士費用、公正証書等の作成に関する弁護士への依頼及び認証ＡＤＲ事業者の利用料

等を対象とした。 
また、学習支援・居場所づくり事業の登録者のうち、児童扶養手当受給世帯等に対する中学３年

生の模試費用の補助を新たに実施した。 
 

子育て世帯生活支援特別給付金等の給付 ５億４３万円 

物価高騰が低所得子育て世帯に深刻な影響を与えていることから、電力・ガス・食料品等価格高

騰支援給付金のこども加算分として、対象児童一人につき５万円と２万円の給付金を支給した。 
 

＜学校教育と生涯学習に＞ 

学校教育 １４８億４，４７９万円 

障害者就業員等配置事業及び学校運営体制整備事業では、教職員の負担を軽減するため、全小中

学校に教職員事務支援員又は障害者就業員（チャレンジド・ワークス）を配置した。 
教職員募集採用事業では、新たな地方試験会場の設定及び採用候補者選考試験に秋期選考、冬期

選考を追加することで、これまで以上に優秀な人材を確保するための取組を実施した。 
人事管理運営事業では、時間外在校等時間の縮減に向け、各校に共通する阻害要因等についての

調査・分析を行う勤務実態調査を実施した。 
キャリア在り方生き方教育推進事業では、「多様性を尊重する社会をつくる子どもを育むまち」

の形成に向けて、「かわさき共生＊共育プログラム」と共に事業を推進し、キャリア在り方生き方

ノート及びキャリア・パスポートを配布した。 
児童生徒指導事業では、近年、多様化・複雑化する課題に適切に対応するため、専門的なスキル

や経験が豊富なスクールカウンセラー・スーパーバイザーを配置することに加え、各区に配置して

いるスクールソーシャルワーカーを13名に増員し、社会福祉等の専門的な見地から課題を抱える児

童生徒への支援を充実させた。また、不登校傾向のある児童生徒が教室以外で学習等を行う別室指

導の体制の充実及びゆうゆう広場の機能改変に向けた取組をモデル的に実施した。 
読書のまち・かわさき事業では、学校図書館の充実に向けて、小学校の学校図書館への学校司書

の配置を92校から114校に拡充した。 
学校運営協議会制度推進事業では、学校運営協議会の設置校（コミュニティ・スクール）を92校

から136校に拡充し、学校・家庭・地域社会が一体となった学校運営の取組を推進した。 
海外帰国・外国人児童生徒等関係事業では、日本語指導初期支援員の配置等を通じて、外国につ



ながりのある児童生徒に対して、日本語指導をはじめとする多様な教育的ニーズに応じた支援を行

った。 
部活動推進事業では、教職員の負担軽減や部活動の安定的な運営のため、部活動指導員の配置人

数を62名から72名に拡充した。部活動の地域移行について、モデル校の拡大を図りながら、効果検

証を行った。 
ＧＩＧＡスクール構想推進事業では、ＧＩＧＡスクール構想を推進していくため、優れた実践の

創出、普及・展開することを目的に文部科学省が実施している「リーディングＤＸスクール事業」

に参加し、市内外にその成果を発信した。また、ＧＩＧＡ端末の使用により蓄積された教育データ

を授業改善等に活用するため、分析・可視化ツールであるダッシュボード機能の追加を行い、教育

データ利活用環境の構築を図った。 
学校運営事業では、日本語指導等のきめ細やかな支援を必要とする児童生徒数の増加や、小学校

における35人学級の進行、教員不足等に対応するため、非常勤講師の配置人数の増加に加え、任用

週数の上限を35週から42週に拡充した。 
特別支援学級運営事業では、民間委託により介助・支援人材を配置する対象校を20校から25校に

拡充した。 
通級指導教室運営事業では、通級指導教室の支援充実に向け、巡回方式による指導を全市に展開

するとともに、多摩区の巡回方式の拠点とするため、西菅小学校をエリア拠点校として整備した。 
医療的ケア支援事業では、特別支援学校における専門医の配置、市立学校への看護師派遣等によ

り、医療的ケアを必要とする児童生徒一人ひとりの状況・ニーズに応じた支援を行った。また、保

護者の負担軽減のため、特別支援学校のスクールバス乗車中における医療的ケアが必要な児童生徒

への通学支援について、新たに中央支援学校でも実施し、看護師同乗の車両を２台から３台へ拡充

した。 
特別支援教育サポート事業では、小・中・高等学校における特別支援教育サポーターの報酬単価

を増額し、支援を必要とする児童生徒の学校生活上の介助、学習活動上の支援などを充実させた。 
学校歯科保健指導推進事業では、学校歯科医及び歯科衛生士による歯科保健指導を小学校７校で

実施した。 
小学校等給食運営事業及び中学校給食推進事業では、川崎らしい特色ある「健康給食」を推進す

るとともに、小中９年間にわたる体系的・計画的な食育を推進した。 
学校給食物資購入事業では、学校給食の円滑な実施を図るため、食材料費の物価高騰分について、

国の地方創生臨時交付金及び学校給食運営基金を活用し、保護者負担の増加を抑制した。 
 

社会教育 ６億２，６６０万円 

川崎市子ども会議実施事業では、子ども会議定例会議に加え、幅広い子どもや大人と意見交換が

できる機会や子どもの意見を市長に提案する機会として、「カワサキ☆U18」を開催した。 
学校施設有効活用事業では、「Kawasaki教室シェアリング」や「みんなの校庭プロジェクト」

など、地域の活動拠点として学校施設の更なる有効活用を促進するため、翌年度からの予約システ

ム及びスマートロックの導入に向けたシステム構築やキーボックスの設置、説明会の実施などの取

組を行った。 
地域の寺子屋事業では、地域ぐるみで子どもの学習や体験活動をサポートし、多世代で学ぶ生涯

学習の拠点づくりを進め、地域の寺子屋を市内95か所から99か所に拡充した。 
文化財保護・啓発事業では、市内文化財の調査や保存修理等を実施した。また、橘樹官衙遺跡群

保存整備・活用事業では、史跡めぐりや発掘調査現地見学会等の開催による史跡の周知に加え、整

備が完了した「橘樹歴史公園」の記念式典を実施するなど、「国史跡橘樹官衙遺跡群整備基本計画」

に基づいた取組を実施した。 
図書館運営管理事業では、「かわさき市立図書館アプリ」等の運用や、「かわさき電子図書館」

のコンテンツの拡充を行い、最新のＩＣＴ環境に合わせたサービスを提供した。 
 

教育施設整備 ２６８億９，２００万円 

校舎建築事業では、児童生徒の増加に対応するために行った、新小倉小学校新設工事が竣工し、

開校に向けた必要な備品等の整備を行ったほか、鷺沼小学校及び登戸小学校については、引き続き



校舎増築の設計等を行った。また、旧河原町小学校跡地に県立特別支援学校の建築工事を予定して

いることから、現存する体育館等を除却する工事の設計等を行った。 
義務教育施設整備事業では、学校施設の教育環境の改善と長寿命化の推進により、財政支出の縮

減と平準化を図る「学校施設長期保全計画」に基づき、既存校舎等の再生整備工事を実施した。ま

た、教育環境を向上させるため、全校に防犯カメラを設置するための設計を行ったほか、バリアフ

リー化や学校施設の防災機能の強化等の取組を進めた。さらに、民間ノウハウを活用した学校施設

の効果的かつ効率的な維持管理を行うために、モデル事業として麻生区内学校施設への包括管理委

託を開始した。 
特別支援学校施設整備事業では、狭あい化等に対応するため、中央支援学校高等部分教室及び中

央支援学校大戸分教室について、増築工事に着手した。 
教育文化会館再整備事業では、既存施設（労働会館）の活用による川崎区の市民館機能の移転に

向けて、工事に着手した。 
宮前市民館・図書館再整備事業では、鷺沼駅周辺への移転・整備に向けて、「新しい宮前市民館・

図書館基本計画」に基づき、基本設計等を行った。 
社会教育施設再整備事業では、経年劣化により対応が必要な幸市民館・図書館の改修に向けて、

「川崎市幸市民館・川崎市立幸図書館改修基本計画」を策定し、実施設計等を進めた。 
 

＜道路・公園緑地・河川の整備と安全なまちづくりに＞ 

危機管理・防災対策の推進 ７億８，２８３万円 

同報系防災行政無線屋外受信機の増設のほか、無線放送内容の確認機能や帰宅困難者一時滞在施

設の開設状況の公開機能などを防災アプリ等に追加した。さらに「効率的・効果的な防災情報発信

に関する基本方針」に基づき、防災ラジオの一部購入等導入に向けた取組を進めた。 
令和６年能登半島地震で発生した課題などを踏まえ、地域防災計画震災対策編を修正するととも

に、各区総合防災訓練の実施や、自主防災組織への支援、地区居住者の提案に基づく地区防災計画

の策定、地域における多様な主体との連携など、地域の自助・共助による防災・減災の取組を推進

し、地域防災力の向上を図った。 
各種イベントや防災啓発ツールを通じた「フェーズフリー」の概念の啓発や、スポーツパートナ

ーと連携した若年世代の防災意識向上に向けた取組に加え、子ども向け動画や防災マガジン等多様

な広報媒体による防災啓発に取り組んだ。 
個別避難計画の作成について、優先作成者の計画作成支援及び後方支援（コールセンター及び研

修等）を強化した。 
能登半島地震を受け、被災自治体への職員派遣のほか、大規模災害被災者等支援基金に被災者へ

の寄附金を積み立て、かわさき市民祭りへの被災地事業者招待や学校用品の支援などに寄附金を活

用する等、継続した被災地支援を行った。 
 

交通安全施設の整備 １６億３，５５８万円 
社会的なニーズが高まっている道路の安全性向上やバリアフリー化等を図るため、歩道の設置、

交差点の改良、道路反射鏡やカラー舗装の設置及びＬＥＤを用いた道路照明灯の更新といった交通

安全施設等の整備を行うとともに、横断歩道橋等の道路施設の維持補修を行った。 
 

道路の改良及び舗装 ３５億５，３６７万円 

市民生活に密着した生活道路について、安全で快適な道路交通環境の改善を図るため、地域特性

に応じた市道の歩車道の拡幅や側溝等を新設した。 
また、国道409号、県道主要地方道横浜上麻生等の主要幹線道路の整備事業を実施した。 
 

橋りょう架設改良及び補修 ２４億６，２１２万円 

仮称等々力大橋について、都市間の連携強化や交通の円滑化を目的として、東京都と連携し、河

川内の橋脚工事を実施した。また、末吉橋について、交差点の渋滞緩和や歩行者の安全確保を目的



として、横浜市と連携し、旧橋の撤去工事を実施した。さらに、地震に強い都市基盤を整備するた

め、橋りょうの耐震対策事業を実施するとともに、「川崎市橋りょう長寿命化修繕計画」に基づき、

鷹野大橋ほか77橋について、橋りょう長寿命化事業を実施した。 
 

自転車対策 １１億５，７８５万円 

「川崎市自転車活用推進計画」に基づき、自転車等の安全な利用環境の充実に向け、危険箇所の

安全対策及び自転車の多い駅周辺や市道尻手黒川線など、主要幹線道路における自転車通行環境の

整備を実施した。 
また、放置自転車等の指導・警告、撤去・運搬等を一括委託により効率的・効果的に実施すると

ともに、地域特性や駐輪需要を踏まえた駐輪場の整備等を実施した。 
 

都市計画道路等の整備 ３２億９，６２１万円 

広域拠点や交通結節点の機能強化及び骨格的な幹線道路ネットワークの形成を図るため、都市計

画道路尻手黒川線や宮内新横浜線等の改良事業を実施した。 
 

連続立体交差事業の推進 １０億１，０２３万円 

踏切に起因する事故や渋滞の解消と地域交通の円滑化、分断された地域の一体化を図るため、京

浜急行大師線の１期①区間（小島新田駅～東門前駅間）において、小島新田駅の仮駅舎の撤去及び

施工ヤードの復旧等を行い、暫定整備を完成させた。 
ＪＲ南武線の矢向駅～武蔵小杉駅間においては、令和６年８月に都市計画決定を行い、令和７年

１月には神奈川県から都市計画事業認可を受け、事業に着手し、用地取得等の取組を実施した。 
 

河川の整備及び維持補修 ２３億３，２９５万円 

令和元年東日本台風を踏まえた浸水対策について、河川整備計画に基づく平瀬川の多摩川合流部

対策として、多摩川の計画堤防高に合わせた自立式特殊堤の築堤工事に着手した。 
また、平瀬川支川の河川改修や平瀬川の老朽化した護岸の更新を実施するとともに、「川崎市河

川維持管理計画」に基づき、計画的な水門等の河川管理施設の詳細点検・補修を行うなど、適切な

維持管理を実施した。 
 

緑化の推進 ２５億６，６９８万円 

全国都市緑化かわさきフェアについて、開催前から協働の花づくり・花かざりの取組や学生・企

業と連携した会場づくり、市内各地での広報を行い、会期中には総合開会式や全国都市緑化祭など

の公式行事を滞りなく実施するとともに、会場内でメインガーデンや壁面緑化などの様々な展示や

イベントを通じて新たなみどりの価値を発信した。また、緑化の推進を図るため、植樹祭の開催な

ど、「市民150万本植樹運動」を引き続き展開するとともに、緑化推進重点地区の環境整備工事や、

地域緑化推進地区への花苗提供等の支援を行った。 
 

緑地の保全 ３億８，１４５万円 

都市における良好な自然環境を保全するため、特別緑地保全地区を0.2ha指定するとともに、長

尾２丁目特別緑地保全地区の用地取得を行った。 
また、保全した樹林地を維持するため、公有地化した保全緑地においてナラ枯れ対策を進めると

ともに、倒木等により被害の生じるおそれがある住宅に隣接する樹木や園路沿いの樹木の伐採等を

実施した。 
さらに、緑地の利活用と保全の好循環の創出に向けて、王禅寺四ツ田緑地における指定管理者制

度導入による自然体験プログラムの充実や、野外活動団体による利活用の促進を行った。他の緑地

等においても、保全活動団体等と連携しながら自然体験学習の場としての利活用イベントを実施し、

子どもたちが自然体験を行える機会を広げた。 
 
 
 



富士見公園再編整備の推進 ２４億１，２１７万円 

緑、活気、憩い、ふれあいのある、都心のオアシス・富士見公園の実現に向けて、官民連携によ

り、公園南側エリア（パークセンター、エントランス広場、芝生広場等）の整備を行い、既存施設

とともに維持管理運営を開始した。 
 

等々力緑地再編整備の推進 １１億７，７０５万円 

市民が誇りを持てる場所、誰もが心地よく過ごせる等々力緑地の実現に向けて、官民連携により、

環境影響評価や都市計画変更の手続及び新設・改築施設の調査設計を行い、既存施設の維持管理運

営を実施した。また、再編整備事業をより広く周知するための事業説明会を開催した。 
 

公園緑地の整備拡充 １５億２，１０７万円 

公園緑地において、倒木や落枝など施設利用者に危険を及ぼすおそれのある樹木について、伐採

等の対応を実施した。また、公園等において、日常的にスポーツに触れる場を確保するため、池上

新田公園等にバスケットゴールを設置するとともに、利用ニーズと設置条件等を確認するための実

証実験を実施した。 
 

夢見ヶ崎動物公園の魅力創出に向けた取組の推進 ３億７，６９４万円 

「川崎市夢見ヶ崎動物公園基本計画」に基づく取組を推進するため、「夢見ヶ崎動物公園再整備

計画骨子」を策定するとともに、来園者の利便性向上に資するパークセンター及び東側トイレの新

築工事を行い、供用を開始した。 
 

公園等における多様な主体と連携した魅力向上に向けた取組 ３，３５３万円 

公園の管理運営の新たな担い手づくりに向けた実証実験として、「イドバタカフェ」や「使いこ

なしカフェ」など、協働の取組を次の世代へと引き継ぎ、さらに発展させていくための仕組みを整

えるとともに、公園の新たな利活用の事例を紹介したスターターブックの作成・啓発などの試行的

な取組を実施した。 
また、「川崎市パークマネジメント推進方針」に基づき、橘公園の魅力向上に向け、都市公園法

に基づく公募設置管理（Park-PFI）制度を活用し、旧西部公園事務所をイベントやワークショップ

等に利用できる地域交流の場「ＴＡＣＨＩＢＡＮＡ ＨＵＴ」としてリニューアルオープンした。 
 

市営霊園の利用者募集及び維持管理 ２億５，４３２万円 

緑ヶ丘霊園では、従来の一般墓所100か所に加え、新規整備した小区画の一般墓所270か所及び合

葬型墓所500体の公募を行い、早野聖地公園では、一般墓所、壁面型墓所、芝生型墓所及び集合個

別型墓所で計70か所の公募を行った。また、指定管理者制度による霊園の適切な維持管理を実施し

た。 
 

多摩川プランの推進 ３億６，５５５万円 

「川崎市新多摩川プラン」に基づき、引き続き多摩川緑地の適切な維持管理を行うとともに、か

わさき多摩川ふれあいロードの拡幅等を行った。 
また、「多摩川エコミュージアムプラン」の推進拠点である二ヶ領せせらぎ館や大師河原水防セ

ンターにおいて、適切な管理運営を行うとともに、市民との協働による環境学習を実施した。 
 

救急体制の強化 ２億９，３２３万円 

昼間の現場到着時間の短縮を効率的に行うことを目的に、日中運用する救急隊を中原消防署に配

備するとともに、救急需要予測システムを活用した第二救急隊の効果的な運用を行った。また、救

命効果向上のため、メディカルコントロール体制における医師による指示、指導助言、再教育、事

後検証等を行った。 
さらに、救急救命処置を行うことのできる救急救命士の常時乗車体制を確保するため、新たに９

名を養成するとともに、高規格救急自動車６台を更新した。 
 



消防団活動の充実強化 ２，２３５万円 

消防団員の確保及び消防団の災害対応能力の向上のため、大規模災害時等の対応や火災予防等の

消防広報に限定した活動を行う機能別団員や学生団員等の確保に努めたほか、防火性能等を強化し

た上下式防火衣を配備した。 
 

消防力の強化 １０億２，９２５万円 

老朽化した宮前消防署宮崎出張所について、女性職員の当直施設及び消毒室の追加や仮眠室の個

室化等の機能強化を図った庁舎として改築した。また、中原消防団大戸分団下小田中班器具置場の

改築工事等及び宮前消防団向丘分団神木班器具置場の基本・実施設計を行った。 
さらに、消防ポンプ自動車４台、水槽付消防ポンプ自動車２台、はしご付消防自動車２台等を更

新した。 
航空隊の24時間運航体制の確立に向けて、二人操縦士体制や地上勤務員の配置等を定めた「消防

防災ヘリコプターの運航に関する基準」を踏まえた増員等の体制整備を進め、操縦士１名に本市が

所有するヘリコプターの限定変更資格を取得させた。 
 

＜行政運営に＞ 

議会史編さん事業 ９１２万円 

既刊の議会史（大正13年から昭和50年改選前までを採録）に引き続き、昭和50年改選以降から令

和５年改選前までの市議会の活動状況等を採録する新たな議会史を刊行するため、編さん業務を開

始した。 
 

議会広報事業 ６，７３０万円 

「市民に身近な開かれた議会」をめざし、広報紙「議会かわさき」や議会広報ポスター、ホーム

ページ、ＳＮＳ等を通じて議会の活動を広く市民に伝えた。また、本会議や予算・決算審査特別委

員会、常任委員会等の模様を市民が視聴できるようインターネット議会中継（生中継・録画中継）

を実施したほか、広報用テレビ番組を制作・放映した。 
 

  文書共有システム関係事業 ６００万円 

本会議や予算・決算審査特別委員会、常任委員会等で使用する会議資料や執行機関からの議員に

対する情報提供資料について、タブレット端末を活用した文書共有システムによりペーパレスで効

率的な議会運営を推進した。 
 

行財政改革の推進 ５３３万円 

川崎市総合計画に掲げる政策・施策の着実な推進に向け、「川崎市行財政改革第３期プログラム」

に基づき、必要な経営資源であるヒト・モノ・カネ・情報・時間の確保等により、持続可能な行財

政基盤を構築しながら、市民満足度の一層の向上を図るため、「社会経済状況の変化を踏まえた市

民サービスの再構築」、「市役所の経営資源の最適化」、「多様な主体との協働・連携の更なる推

進」及び「庁内の人材育成と意識改革」の４つの柱に基づく取組を推進するとともに、川崎市行財

政改革推進委員会の意見を踏まえて、中間評価を実施した。 
働き方・仕事の進め方改革の推進 ４億１，５００万円 

「職員一人ひとりがワーク・ライフ・バランスを実現でき、多様な人材が活躍できる職場づくり」

に向けて、ＲＰＡ等の活用による業務プロセス改革を行い、業務効率化を図るとともに、無線ＬＡ

Ｎ等を活用したペーパレス化を進めるなどワークスタイル変革を推進したほか、職員が使用する文

書・財務等のシステムについて、令和９年度の再構築に向けた基本計画を策定した。 
また、障害者の更なる職域拡大や庁内業務の効率化を図るため、新たな配置職場の開拓など、引

き続き会計年度任用職員の雇用を拡大するとともに、ワークステーション業務の対象部署の拡大に

合わせ、さらに雇用を進めるなど、多様な人材が活躍するための取組を推進した。 
 



  総合計画、政策評価の推進及び計画改定に向けた検討 １，６２２万円 

「成長と成熟の調和による持続可能な最幸のまち かわさき」の実現をめざし、「川崎市総合計画

第３期実施計画」の着実な推進を図るため、施策・事務事業の進行管理を実施したほか、川崎市政

策評価審査委員会において、重点的な審議対象施策を中心に審議を行うなど、中間評価を実施した。 
また、川崎市総合計画改定（基本構想及び基本計画の改定、第４期実施計画の策定）に向け、改

めて将来人口推計を行うとともに、無作為で抽出した市民によるワークショップ「川崎のこれから

を描く『ミライ会議』」を開催した。 
 

特別市の実現に向けた取組の推進 ２，１６１万円 

特別市の実現に向けて、動画やパンフレットを活用し、地域の方々を対象とした出前説明会を開

催するなど、市民向けの積極的な広報を行うとともに、指定都市市長会等の関係団体と連携して国

へ要請を行い、機運の醸成を図った。また、特別市の実現に向けた検討を進めるため、本市が特別

市へ移行した場合に想定される経済波及効果の試算等の調査を実施した。 
 

ＳＤＧｓの推進 ６１６万円 

ＳＤＧｓ登録・認証制度の一層の活性化に向けて認証に係る有効期間を見直すなど、事業者・団

体がＳＤＧｓの達成に向けた取組を行いやすいよう環境整備を行った。 
また、かわさきＳＤＧｓポータルサイトの運用、ＳＤＧｓプラットフォームによるかわさきＳＤ

Ｇｓ大賞での優良事例の共有、モデル事業創出に係る補助の実施や分科会制度による事業者支援、

セミナー開催による情報共有・交流の促進を行うなど、ＳＤＧｓの達成に向けた取組を推進した。 
 

シティプロモーションの推進及び広報活動の充実 ７億３，０１１万円 

多様なメディアを活用して川崎の多彩な魅力を市内外に発信するとともに、メディアコーディネ

ーターを活用し、各施策が都市イメージの向上等につながるよう支援した。また、研修等を通じて

職員の広報マインドの醸成を図ったほか、ブランドメッセージの理念を浸透させるため、市民参加

による５・７・５作品の紹介や様々な機会を捉えた積極的なプロモーション活動を行った。 
昨年度リニューアルしたホームページをはじめとして、市政だよりやテレビ・ラジオ等の各種媒

体を活用し、市民に必要な情報を積極的に届けるとともに、市制100周年記念事業等の広報を効果

的に行った。 
市制100周年記念事業として、かわさきスペシャルサポーター等と連携したコラボ事業や「かわ

さき飛躍祭」、記念式典、市役所前の道路を歩行者空間として利活用した「みんなの川崎祭」や、

市の未来を考えるトークセッション「Colors,Future!Summit2024」を開催した。多くの方々と市

制100周年を盛大に祝うとともに、100周年のメインビジュアルを活用した主要駅等におけるシティ

ドレッシングの実施や川崎の魅力的な写真のオープンデータサイトの公開等により、改めて川崎を

「知って、関わって、好きになってもらう」広報を展開した。これらの取組により市民・企業・団

体等の主体的なアクションを生み出す機運を醸成し、オール川崎市で700を超える記念事業の実施

につなげ、川崎の都市イメージの向上や市民の川崎への愛着・誇りを醸成した。 
 

本庁舎等の整備の推進 ８億２，８２０万円 

第２庁舎を解体し、その跡地に、イベント等の開催や災害発生時における多目的な利用が可能な

オープンスペースとしての機能を備えた広場を整備し、令和７年３月から供用を開始した。 
 

電子市役所の整備 ２億７，６４９万円 

市民の利便性向上や安全・安心な暮らしを支えるため、公共施設において「かわさきＷｉ－Ｆｉ」

の整備や機器の更新を行ったことに加え、かわさきアプリや市ＬＩＮＥ公式アカウント、ＡＩチャ

ットボットシステム等を活用し、市民が求める必要な情報を効果的に発信した。 
また、市民がいつでも、どこからでもオンラインで手続ができるよう、スマートフォンを利用し

た公的個人認証、クレジットカード決済等に対応した「オンライン手続かわさき（e-KAWASAKI）」
や、マイナンバーを記載する手続で利用する、国の「ぴったりサービス」等により、行政手続の原

則オンライン化を実施するとともに、デジタルデバイド対策として、ＮＰＯ法人と連携し、スマホ



講座・相談会を実施した。 
住民基本台帳等の対象20業務について、国が定める標準システムへの移行に向けて、外部の専門

的知見を活用し、業務所管に対して施策面での助言や技術的支援等を行った。 
 

市史編さんの推進 ２，５５８万円 

市制100周年を記念して、川崎の歴史や文化を身近に感じていただけるよう、親しみやすく、手

に取りやすい、新しいかたちの川崎市史の制作を開始した。全国都市緑化かわさきフェア等の市内

イベント会場におけるアンケートの実施や市内各所でワークショップを開催する等、市民が市史の

制作プロセスに関わる機会を設け、様々なアイデア等を聴取した。また、学識者や様々な経験・知

見を持つ委員で構成される編集懇談会を開催し、多彩な意見等を聴取した。これらの過程を経て市

民意見をもとに市史の構成案を取りまとめた。 
 

資産マネジメントの推進 ４，５７０万円 

「資産マネジメント第３期実施方針」に基づく地域ごとの資産保有の最適化については、複数の

中学校区を基本単位として選定したモデル地域について、施設の適正配置検討の取組を推進すると

ともに、「地域の公共施設の未来を考えるワークショップ」を通じ、公共施設のより良い使い方に

ついて、市民との意見交換を行った。また、公共建築物の長寿命化等の取組を推進した。市役所・

区役所駐車場の貸付や、ＪＲ川崎駅北口自由通路内の壁面広告枠を活用した広告事業など、財産の

有効活用の取組を推進し、歳入確保・歳出削減を行った。 
 

市民オンブズマン制度及び人権オンブズパーソン制度の推進 ６，７５５万円 

市政の改善並びに子どもの権利及び男女平等に関わる人権に関する相談・救済を行った。 
 

臨海部活性化の推進 ４，７６１万円 

臨海部ビジョン策定後の社会・経済状況の変化を捉え、川崎臨海部が目指す「30年後の将来像」

の実現に向けて取り組んでいくため、臨海部ビジョンリーディングプロジェクトの中間評価を行っ

た。また、臨海部の活性化に向けて、企業、学識者、行政、地域代表等で組織する「川崎臨海部活

性化推進協議会」を開催し、産学公民が連携した取組を推進した。 
市制100周年記念事業として、川崎臨海部を紹介したプロモーション動画等を制作し、市ホーム

ページや各種サイネージ等で広く公開するほか、臨海部立地企業の工場などの見学・体験イベント

「川崎臨海部OPEN DAY」を開催することにより、市民の川崎臨海部への認知度・理解度の向上を

図った。 
 

国際戦略拠点整備の推進 ４億５，６１８万円 

キングスカイフロントにおいて、「国家戦略特区」及び「国際戦略総合特区」の制度等を活用し、

拠点形成を進めた。また、キングスカイフロント立地機関の研究・事業活動の活性化を図るクラス

ター化推進機能を更に強化するため、産業振興財団を中心として、企業、大学、研究機関等が相互

に連携・共創する取組を推進するとともに、多摩川スカイブリッジの開通を契機とした大田区との

産業連携を進めた。さらに、内閣府により選定された「グローバルバイオコミュニティ」である

「Greater Tokyo Biocommunity」に引き続き参画し、投資家やアクセラレーターなどが集積する

ビジネス拠点との連携体制を構築した。また、シェアオフィス「殿町コネクト」及び米国のトップ

インキュベーターと連携したインキュベーション施設「iCONM in collaboration with BioLabs」に

おけるスタートアップ支援の取組を推進した。 
市内の小学生等がキングスカイフロントやサイエンスに触れる機会づくりとして「キングスカイ

フロント夏の科学イベント」を開催した。また、良好な景観形成及び防災力の向上、国内外からの

来訪者の利便性向上などを目的とした、国際戦略拠点に相応しい高水準・高機能な拠点整備を推進

した。 
 
 
 



サポートエリア整備の推進 １億８，５８５万円 

キングスカイフロントをはじめとした臨海部へのアクセス性を高める交通拠点機能の強化に向け

て、大師橋駅駅前交通広場整備工事を推進し、令和７年度中の完成・供用開始を見据えた関係機関

協議及び用地取得に向けた取組を推進した。 
また、「塩浜３丁目周辺地区土地利用計画」に基づき、市有財産の有効活用による新たな機能導

入に向けて、社会実験等を通じた調査・検討を行うとともに、地区の土地利用を支える基幹的道路

の整備に向けた取組を推進した。さらに、「浮島１期地区土地利用基本方針」に基づき、本格的な

土地利用に向けた取組を推進した。 
 

水素社会の実現及びカーボンニュートラルコンビナートの形成に向けた取組の推進 ３，２２９万円 

「川崎カーボンニュートラルコンビナート構想」に基づき、立地企業等で構成する「川崎カーボ

ンニュートラルコンビナート形成推進協議会」を開催するとともに、関係企業等と連携した水素の

受入・供給拠点の形成や水素サプライチェーンの構築に向けた取組を推進した。また、川崎臨海部

エリアでものづくりの設計段階から循環型の仕組みづくりに挑戦する企業が連携して実施する取組

を「Kawasaki Circular Design Park」として情報発信・伴走支援するなど、川崎臨海部のカーボ

ンニュートラル化と産業競争力の強化の同時実現に向けた取組を推進した。 
 

ナノ医療イノベーションの推進 １億３，０００万円 

キングスカイフロントで進めているライフイノベーションの中核施設である「ナノ医療イノベー

ションセンター」に対して研究を促進する支援を実施した。 
 

戦略拠点形成の推進 ６，２８６万円 

南渡田地区における新産業拠点の形成に向け、北地区北側（Ⅰ期地区）では、令和６年４月に事

業着手したほか、都市計画変更手続を完了させるなど、令和９年度のまちびらきに向けた取組を推

進した。また、北地区南側以降（Ⅱ期地区以降）について、土地利用や基盤整備など具体的な事業

推進に関する検討を実施した。 
南渡田地区におけるマテリアル産業拠点の価値創出に向け、多岐に渡る企業や研究機関、有識者

等と調整を図りながら、関係者で構成する協議会を立ち上げ、拠点としてあるべき姿や拠点の成長

戦略、先行する北地区北側（Ⅰ期地区）の開業に向けた導入機能等に関する協議・検討を実施した。 
 

臨海部大規模土地利用の推進 ２億９，１５６万円 

令和５年８月に策定した土地利用方針に基づき、先導エリアにおける令和10年度の一部土地利用

開始に向け、一般道路アクセス整備に係る調査・設計などを実施したほか、首都高速道路湾岸線出

入口４ランプ整備に向け、首都高速道路株式会社と調査・設計に関する協定を11月に締結し、設計

に着手した。 
また、先導エリア以外の早期の土地利用転換に向け、扇島地区全体の事業手法の調査・検討、企

業誘致の方向性検討などを実施した。 
 

臨海部交通ネットワーク形成の推進 ４，１５０万円 

臨海部における大規模な土地利用転換に伴う交通を考慮した交通ネットワークの形成をめざし、

「臨海部の交通機能強化に向けた実施方針」の改定内容案を取りまとめた。また、路上での乗降に

よる交通阻害や安全性などの交通課題を解消するため、大師橋駅周辺の国道409号に整備した企業

送迎バス乗降場の運用を開始した。さらに、ＢＲＴによる交通機能強化のため、バス停改修等の整

備を行った。 
 

＜計画的なまちづくりに＞ 

国産木材利用の促進                              ３，２０８万円 

地球温暖化防止や循環型社会の形成に資する取組として、国産木材の利用促進に向け、フォーラ



ム等の運営を行うとともに、不特定多数の市民が利用する店舗等の木質化補助制度により、８件の

助成を行った。また、林産地と連携し、市民へ木の良さを伝えるための普及啓発イベント等を実施

した。 

 

ユニバーサルデザインのまちづくりの推進                                       ７，２３９万円 

バリアフリーマップについて、市内65施設のバリアフリー情報及びバリアフリー推進構想各地区（京急

大師線沿線地区、ＪＲ南武支線沿線地区、平間・向河原・武蔵小杉新駅周辺地区）の経路情報を追加し、

充実を図った。 

共生社会の実現に向け、今後のバリアフリー基本構想のあり方等について検討するため、現在の基本構

想・推進構想について事業実施状況等の調査を行った。 

また、駅利用者の誰もが安心・安全に駅を利用できるようＪＲ南武線川崎駅、武蔵溝ノ口駅におけるホ

ームドアの整備に補助を行うなど、ユニバーサルデザインのまちづくりを推進した。 

 

計画的なまちづくりの推進                             ７９５万円 

本市の都市計画の根幹的な方針等を定める「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」等の見

直しに向けた検討を行い、市民説明会や改定案の縦覧・意見募集を行った上で都市計画審議会の諮

問・答申を踏まえ、令和７年３月に改定・公表した。 

また、都市再生特別措置法に基づき、住宅及び都市機能の立地の適正化を図るための計画である

立地適正化計画の策定に向けた検討を行い、パブリックコメントや市民説明会、計画案の縦覧・意

見募集を行った上で、都市計画審議会の諮問・答申を踏まえ、令和７年３月に計画を策定・公表し

た。 

 

路線バス走行環境改善に向けた取組                       １，１９９万円 

平成29年度に改定した「都市計画道路網の見直し方針」を踏まえた取組の推進や、公共交通の強

化に向けたモデル路線（野川柿生線ほか）における向丘出張所バス停のバスベイ整備に関する設計

業務等に着手した。 

 

身近な地域交通環境の整備                         １億８，６０９万円 

コミュニティ交通の本格運行４地区について、運行の継続に向け、支援を行った。また、コミュ

ニティ交通の導入に向けて、地域の主体的な取組として３地区で実施した運行実験等、検討段階に

応じた支援を行った。また、新技術・新制度を活用したモビリティサービスについて、２地区で運

行実験への支援を行った。また、車両購入費等の補助対象を拡充し、１地区で車両購入費の補助を

行った。 
路線バスをはじめとする地域公共交通の取組の方向性等を定める「地域公共交通計画」に基づく

取組の進捗管理を行った。また、交通系ＩＣデータを活用した分析システムを運用し、バス事業者

との協議・調整を進めた。また、令和９年度の自動運転バスレベル４実装をめざし、羽田連絡線と

川崎病院線で運賃無料の実証実験を実施した。 
地域と連携して国産木材を活用したバス停ベンチの設置支援の補助制度を創設し、７か所設置し

た。 
ＪＲ南武線武蔵新城駅南口広場の整備に関する設計業務等に取り組み、利便性・安全性の向上に

向けた取組を推進した。 
 

魅力ある都市景観形成及び市民主体の地区まちづくりの推進              ３０３万円 

都市景観条例に基づき47件の事前協議を行い、そのうち23件は専門家から助言を得る景観アドバ

イザー制度を適用し、景観計画に定める景観形成基準により指導を行い、良好な景観形成を推進し

た。 

川崎市地区まちづくり育成条例等に基づき、３地区で市民発意のまちづくり活動の支援を行った。 

 

 



地域の主体的な防災まちづくりの推進                    １億４，２０７万円 

地域防災力向上を図るため、火災延焼リスクの高い地区内の９町会において防災まちづくりの活

動支援を行った。 

密集市街地の改善のため、不燃化推進条例に基づき、老朽建築物の除却及び耐火性能に優れた建

築物の新築工事に対する費用の一部を助成した。 

 

都市拠点整備の推進                           ２０億９，８６０万円 

京急川崎駅西口地区における民間再開発事業の推進と基盤の再編整備に向けた取組を推進した。 
小杉町１丁目地区においては、令和７年３月に都市計画変更手続を完了させるなど民間再開発事

業の取組を推進した。 
鷺沼駅前地区再開発について、工事着手等に向け、組合設立認可を行うとともに、エリアの魅力

向上に向け、地域の多様な主体と連携し、駅周辺の賑わい創出に係るイベント等の取組を行った。

また、宮前区のミライづくりプロジェクトの取組と併せて、オープンハウス型説明会の開催やニュ

ースレターの区内全戸配布等による周知を行った。 
登戸駅前地区再開発について、施行者に対し、事業計画作成費など事業に要する費用の一部を助

成し、ペデストリアンデッキの整備に向けた基本設計に要する費用について負担金を支出した。 
登戸地区土地区画整理事業について、令和７年度の基盤整備等完了に向け、一部の区域の仮換地

指定や道路築造工事を行った。また、施行地区内の建物の移転を完了させた。さらに、事業完了後

の持続的な賑わいの創出や地域交流の促進等を目的として、まちづくりに関わる多様な主体を中心

とした「登戸・向ヶ丘遊園エリアプラットフォーム」を令和７年１月に設立した。 
新百合ヶ丘駅周辺のまちづくりについて、横浜市高速鉄道３号線延伸の動向や地域の意見等を踏

まえて令和７年３月に「新百合ヶ丘駅周辺地区まちづくり方針」を策定した。また、令和７年度の

「新百合ヶ丘駅北側地区まちづくりの基本的考え方」の策定に向けて、交通環境改善や都市機能集

積に係る検討を実施するとともに、新百合ヶ丘駅北側の一般車乗降場の設置等の短期的な取組を実

施した。また、万福寺檜山公園や新百合ヶ丘駅南口駅前広場、川崎市アートセンター等のオープン

スペースを活用した賑わい創出に係る実証の取組等を行った。 

 

公共交通機関等の整備                           ９億３，０８６万円 

南武線駅アクセス向上等整備事業について、ＪＲ稲田堤駅へのアクセス向上を図るため、自由通

路の工事を進め、令和６年６月に自由通路（南側）の使用を開始し、自由通路が全面開通した。 
 

既存建築物等の安全確保                                                       ２億６６４万円 

特定建築物や耐震診断が義務付けされた沿道建築物の耐震性の向上を促すため、耐震改修等の費

用の一部を助成した。木造住宅や分譲マンションの耐震性の向上を促すため、木造住宅の耐震診断

士を派遣するとともに、耐震改修等の費用の一部を助成した。 
地震によるブロック塀等の倒壊による被害を防止するため、小学校（10校）の通学路沿いブロッ

ク塀の調査を行い、適正管理の啓発を行った。また、道路等に面したブロック塀等の撤去費用の一

部を助成した。 
宅地の震災被害や崖崩れによる被害等を軽減するため、大規模盛土造成地の調査とともに、老朽

化した擁壁等の改修に要する費用の一部を助成した。 
宅地の防災性向上に向け、崖地に関する新たな技術を活用した変動の観測や、地盤等の専門家に

よる相談支援を行った。 
盛土規制法の施行に伴い、宅地造成等工事規制区域の指定のための調査を行うとともに、盛土等

に伴う災害の防止に向け、既存盛土等の調査を実施した。 
 

公共建築物の長寿命化推進等                       ２１億２，７８６万円 

長寿命化等の取組を推進するとともに、中原区役所の防災対策工事を行うなど、公共建築物に係

る防災対策を推進した。 
 



良好な住宅・住環境の整備 ６８億６１万円 

市営住宅の長寿命化改善工事について、４団地で226戸が完了し、２団地で84戸に着手した。 
川崎市住宅供給公社に管理代行等の委託を行うことにより、市営住宅等17,477戸に係る入居者の

募集・決定、建物の維持・修繕及び入居者からの相談等への対応などの管理業務を行った。 
公営住宅整備事業における新築工事について、１団地で44戸に着手した。 
高齢者向け優良賃貸住宅事業について、高齢者向けの良質な賃貸住宅認定事業者に対し、入居者

の家賃負担を軽減するための助成を行った。 
分譲マンションのバリアフリー化について、分譲マンションの共用部分における手すりの設置等

段差解消工事を実施する管理組合に対し、費用の一部を助成した。 
空き家利活用推進事業について、法改正に伴い「第２期川崎市空家等対策計画」を一部改定する

とともに、把握している空家の実態調査を実施し、適切な管理が行われていない空家等から特定空

家等や管理不全空家等を認定した上で、指導等の法に基づく措置を進めた。 
 

＜地域経済の発展に＞ 

産業政策 １０億２，７４４万円 

「川崎市海外ビジネス支援センター（ＫＯＢＳ）」による海外展開に係る相談対応のほか、海外

展示会や国際認証の取得経費の一部を助成する「グローバル展開支援事業補助金」、国際的な電子

商取引を活用したテストマーケティングを支援する「越境ＥＣ等促進事業」等により、中小企業等

の海外展開を支援した。「越境ＥＣ等促進事業」では、国内外商社等とのマッチングを実施した。 
企業、市民等の交流機会を創出する施設として、「川崎市コンベンションホール」を運営した。 
消費生活の安定及び向上を図るため、消費生活相談を実施するとともに、消費生活サポーターの

育成・フォローアップや「消費者市民社会」の普及・啓発を行った。 
 

地域商業及び観光の振興 １５億７，４６１万円 

魅力と活力のある商業地域の形成を図るため、地域商業の活性化を担う次世代の商業者を発掘・

育成する「かわさき店舗出店支援プログラムＮＯＲＥＮ」や、意欲ある商業者の認知度向上を目的

とした「かわさきＡＫＩＮＡＩ ＡＷＡＲＤ＃かわさき推しメシ」の開催等に取り組んだほか、消

費の下支えを通じた地域経済活性化及びデジタル化促進のための市内在住者向けプレミアム付き

デジタル商品券の発行や、商店街関係団体等が行うイベントや課題解決の取組への支援等を行った。

また、川崎駅周辺の賑わい創出や回遊性向上等を目的とした「かわさきアジアンフェスタ」の開催

や、「フェスティバルなかわさき」として、秋に開催される複数のイベントの共同ＰＲを実施した。 
観光協会や民間事業者等と連携し、工場夜景ツアーやサステナブルな視点を取り入れたツアーの

企画及び実施の支援をしたほか、ＳＮＳにより本市の観光資源のプロモーションを実施した。また、

「かわさき きたテラス」内の観光案内所等で市内外からの来訪者に対する観光案内を行うととも

に、「ナイトタイムエコノミー」の推進として、「川崎夜市」を開催した。インバウンド需要の獲

得に向けては、外国人観光客向けのツアーを開発し販売を行った。さらに、市制100周年記念事業

として特別企画を加えた「川崎市制記念多摩川花火大会」及び「かわさき市民祭り」を開催した。 
 

工業振興 ２億１，１７７万円 

本市の中小企業等の優れた製品・技術の「川崎ものづくりブランド」への認定、市内への立地を

希望する市外企業の調査や用地情報を持つ宅建事業者等との連携強化、「がんばるものづくり企業

操業環境整備助成制度」を通じたものづくり企業の集積維持・強化に向けた支援を行った。 
環境分野に関する優れた技術等のビジネスマッチング機会提供のため、「川崎国際環境技術展」

を開催するとともに、中小企業等のサステナブル経営に向けた新事業展開や販路開拓など、環境ビ

ジネスの創出支援等を行った。 
「脱炭素貢献型新技術・新製品開発等支援補助金」を創設し、中小企業等が行う環境分野の技術・

製品・システムの研究開発に要する経費の一部を助成した。 
 



中小企業等の支援 ２０７億６，２５１万円 

「Kawasaki Welfare Technology Lab（ウェルテック）」を福祉製品開発支援拠点とし、東京科

学大学、産業技術総合研究所、総合リハビリテーション推進センター等と連携して、福祉製品等の

開発・改良に向けた技術的助言など中小企業等への支援を実施した。 
「かわさき新産業創造センター（ＫＢＩＣ）」や、ＮＥＤＯ、本市及び産業振興財団の３者が運

営する起業家支援拠点「Ｋ－ＮＩＣ」において、成長支援プログラムの提供を通じたベンチャー企

業等の成長支援等に取り組んだほか、成長が期待されるベンチャー企業等８者に対し、専門家によ

る伴走型の個別支援及び経営人材とのマッチング支援等を行った。 
量子技術分野の次世代人材を本市から輩出することを目的として、東京大学及び日本ＩＢＭと連

携し、高校生が対象の量子人材育成プログラムを開催するとともに、量子イノベーションパークの

実現等に向けた「新川崎・創造のもりの機能更新に向けたイノベーション拠点整備基本計画」を策

定した。 
ＥＳＧ投融資の活用意識の向上を図るため、「ＥＳＧファイナンス促進補助金」を創設し、先進

事例の掘り起こしを行うとともに、ＥＳＧ経営やＥＳＧ投融資の普及促進に向けたイベントを実施

した。 
ＳＤＧｓを経営に導入するための実践のきっかけとなる事例集の作成やセミナー等の実施により、

中小企業等のＳＤＧｓに関する取組を支援した。 
中小企業等の競争力強化に向けて、ＤＸに資するモデルとなる取組を２件支援した。また、事業

承継の円滑化、事業継続力強化に向けた支援を行ったほか、小規模事業者の円滑な事業承継を見据

えた経営力向上のための伴走支援を実施した。 
創エネ・省エネ機器や生産設備の導入・更新に要する経費の一部を助成する「川崎市未来志向の

設備投資応援補助金」、企業間の連携による販路開拓支援等を行った。 
金融機関による支援を受けながら経営改善に取り組む中小企業等を対象とした「伴走支援型経営

力強化資金」等について、信用保証料補助率を引き上げるなどし、融資制度による資金繰り支援を

実施した。また、国・県・市等の様々な支援施策の紹介・申請のサポート等を行う「ワンストップ

型経営相談窓口」を引き続き設置した。 
 
都市農業の振興 １億７，２７６万円 

担い手育成、市内産農産物の付加価値向上等の都市農業振興を図るため、意欲ある認定農業者等

に対して経営改善に係る経費の一部を助成する「農業経営高度化支援事業補助金」、農業用機械の

導入や施設の改良に係る経費の一部を助成する「農業機械等整備事業補助金」などの支援を行った

ほか、新規就農促進に向けたマッチングや多様な主体と連携を図るフォーラムを実施した。  
環境保全型農業をテーマとした新技術の導入促進を図るため、講習会の開催、資材導入に対する

経費の一部を助成した。 
生産緑地については、0.4haの指定を行い、特定生産緑地については、ＪＡセレサ川崎と協定を

結び、戸別訪問、チラシ配布等を行い、周知に努め、2.3haの指定申出を受け付けた。 
 

就業支援及び勤労者福祉の充実 １２億１，０１４万円 

川崎市就業支援室「キャリアサポートかわさき」において502名の就職が決定するとともに、若

者の職業的自立を支援する「コネクションズかわさき」においても161名が就職等に結びついた。 
若年者、女性、シニア、外国人留学生及び就職氷河期世代等の多様な人材の確保・活躍を支援し、

求職者の就業支援と市内中小企業等の人材確保を推進した。 
市内の幅広い業種の中小企業等に対し、「働き方改革・生産性向上」に資するソフトウェア・設

備導入、デジタル人材等の育成に係る取組に対する支援や、優れた取組の普及促進を行った。 
技能職者による中学校職業体験５校、「かわさきマイスター」５名の認定、「かわさきマイスタ

ー」の学校派遣、市民向け講習会等を実施した。 
労働会館再編整備事業では、既存施設の活用による川崎区の市民館機能の移転に向けて、工事に

着工するとともに、「川崎市川崎市民館・労働会館条例」を制定した。 
 

 



＜環境・リサイクルに＞ 

環境教育等の推進                               ３，３９０万円 

持続可能な社会の構築と脱炭素社会の実現につながる市民・事業者の行動変容の促進に向け、学

校等と連携した子ども向け環境教育・学習として電子版環境副読本や幼児環境教育プログラムの活

用を進めるとともに、川崎環境ポータルサイトによる積極的な情報発信を行った。また、地域や職

場で率先して環境学習・保全活動を行うことのできる人材の育成のため、地域環境リーダー育成講

座を開催するなどの取組を実施した。 

さらに、生物多様性の保全の推進のため、スマートフォンアプリを活用した生き物写真の投稿イ

ベントを実施するとともに、外来生物の防除等を実施した。 

 

地球温暖化対策の推進                          １０億９，１９４万円 

「川崎市地球温暖化対策等の推進に関する条例」に基づき、事業者の取組を効果的に評価する事

業活動脱炭素化取組計画書制度の運用を開始した。建築物への太陽光発電設備等の設置義務化に向

けては、各種ガイドラインを作成し、対象者に制度説明会を実施するなど周知を行った。 

脱炭素モデル地区「脱炭素アクションみぞのくち」において、脱炭素化に資する市民に身近な取

組等の情報発信、脱炭素アクションみぞのくち推進会議を通じたプロジェクト形成や情報共有を行

い、市民・事業者の行動変容の促進に向けた取組を実施した。また、脱炭素先行地域における取組

として、民間事業者との連携などにより、民生部門の電力消費に伴うＣＯ２排出実質ゼロに向け、

再生可能エネルギー・省エネルギー設備の導入を推進した。 

ＣＣ川崎エコ会議を通じた情報発信をはじめ、地球温暖化防止活動推進センターやかわさきエコ

暮らし未来館を拠点とした普及啓発活動を行った。また、ライフサイクル全体でＣＯ２削減に貢献

する川崎発の製品等を認定する川崎ＣＮブランドの認定を行うとともに、脱炭素行動宣言の募集に

より、会員等の脱炭素社会の実現に向けた具体的な行動を促進した。 

環境技術を活かしたグリーンイノベーションの推進に向けて、多様な主体の連携により市内中小

企業の脱炭素化を支援する「川崎市脱炭素経営支援コンソーシアム」を通じ、脱炭素経営に資する

セミナー、優れた環境技術及び脱炭素の取組の情報発信等を実施した。 

2030年度までの公用乗用車の次世代自動車導入率100％の達成に向け、計画的な次世代自動車への

入替を実施した。また、電気自動車（ＥＶ）の普及促進を目的とした共同住宅向けＥＶ用充電設備

の補助制度を運用するとともに、公共用の充電設備の整備を目的に、充電サービス事業者と連携し、

公共施設にＥＶ用充電設備を設置し、供用を開始した。 

 

環境分野におけるエネルギー対策等の推進                 １３億９，９２６万円 

市役所における脱炭素化の取組として、公共施設の照明ＬＥＤ化や、全市立学校、区役所等を含

む、244施設に再生可能エネルギー100％電力を導入するとともに、2030年度までに設置可能な施設

の半数に太陽光発電設備を導入するため、ＰＰＡモデルによる太陽光発電設備の導入を進めた。 

また、市域への再エネ普及や地産地消、災害時のレジリエンス強化に向けた住宅用太陽光発電設

備や蓄電池等の導入支援のための補助制度を新設するとともに、スマートシティの実現に向けた関

連プロジェクトを実施した。 

地域エネルギープラットフォームを担う地域エネルギー会社「川崎未来エナジー株式会社」が令

和６年４月から公共施設201施設に川崎産グリーン電力（再生可能エネルギー由来電力）を供給する

とともに、10月からはヤマト運輸株式会社高津千年営業所に川崎産グリーン電力を供給し、再エネ

電力を100％使用する営業所として稼働するなど、官民連携による再エネ電力の地産地消を実現した。 

 

環境総合研究所における取組の推進                     ５億４，４０７万円 

地域の良好な環境を守るための大気や水質の監視・調査・研究、学校や企業等多様な主体との協

働推進及び優れた環境技術による国際連携等の取組を推進した。また、脱炭素社会の構築など地域

の環境課題の解決に向けた産学公民連携公募型共同研究や気候変動に関する調査・研究を実施した。 

 



大気や水などの地域環境対策の推進                       ６，８０６万円 

環境基準の達成維持のために、公害対策関係法令及び「川崎市公害防止等生活環境の保全に関す

る条例」に基づき、事業所等に大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音及び振動等の監視・指導を行

った。 

また、更なる環境負荷の低減を図るために、水辺に親しむ機会の創出や市民参加の促進等、環境

配慮意識の向上に向けた取組を推進するとともに、交通環境配慮行動の促進として、低公害・低燃

費車の導入助成などの取組を実施した。さらに、化学物質による環境影響の未然防止として、事業

者における化学物質の自主管理、環境リスク評価、リスクコミュニケーションの推進などを総合的

に実施した。 

 

廃棄物の収集及び処理事業の推進                     ９１億２，６５７万円 

廃棄物の効率的・効果的な収集運搬、適正かつ安定的な焼却処理及び資源化処理を実施した。 

「川崎市地球温暖化対策推進基本計画」における2030年度の温室効果ガス排出量の削減目標達成

に向けた、廃棄物関係車両の脱炭素化の取組として、次世代バイオ燃料（混合比20％）の実証実験

を実施した。 

 

廃棄物の減量化、資源化の推進                       ２億５，４６０万円 

地球環境にやさしい持続可能なまちをめざし、ごみの減量及び資源化の推進に向けた各種広報を

実施した。また、事業系一般廃棄物排出事業者指導、小型家電の拠点回収、ごみゼロカフェの開催、

生ごみリサイクルリーダーの派遣、生ごみ処理機等の購入費の一部を助成するとともに、資源集団

回収実施団体には奨励金、回収業者には古紙市況に連動した報償金を交付し、資源集団回収を推進

した。 

さらに、プラスチック製品とプラスチック製容器包装をプラスチック資源として一括で回収しリ

サイクルする取組について、令和６年度から収集を開始した川崎区に加え、令和７年度から開始す

る幸区・中原区の広報を行った。 

 

産業廃棄物の適正処理                             ２，５８５万円 

産業廃棄物の適正処理を推進した。また、令和６年度からは低濃度ＰＣＢ廃棄物の期限内処理を

推進することを目的として、低濃度ＰＣＢ廃棄物の保管事業者等の抽出を行うため、民間事業者に

対して所有状況の調査を実施した。 

 

廃棄物処理施設等の整備                         ３４億９，０７０万円 

廃棄物処理施設を安定的に稼働させるため、廃棄物関連施設の維持補修工事を実施するとともに、

浮島処理センター粗大ごみ処理施設基幹的整備工事、王禅寺処理センターの長寿命化計画策定及び

設備更新工事、浮島１期廃棄物埋立処分場浸出液処理施設の機能検査などを行った。 

廃棄物処理を適正かつ安定的に行うため、橘処理センター整備事業については、環境影響評価事

後調査（供用時・大気質）を実施した。堤根処理センター整備事業については、建設工事の基準仕

様書の作成及び条例環境影響評価書の縦覧を実施した。 

また、入江崎クリーンセンター整備事業については、新入江崎クリーンセンター建設工事の着工

に向けた実施設計及び法的手続に関する調整を行った。 

 

＜区政の振興に＞ 

区役所等庁舎の計画的・効率的な整備の推進 １０億７，４７４万円 

高津区役所橘出張所の耐震補強や、多摩区役所の市民利用の快適化につながるトイレ改修工事を

行うなど、区役所等庁舎整備を推進した。また、「大師地区複合施設・田島地区複合施設整備・運

営基本計画」に基づく整備に向けた検討及び機能再編に向けた川崎区役所庁舎のレイアウト変更を

行い、支所・地区健康福祉ステーションの申請・届出業務等を川崎区役所に一元化し、機能再編を

行った。 



参加と協働による地域課題解決の「新たなしくみ」の創出に向けた取組 ２，８９９万円 

「新たなしくみ」として創出した区域レベルの拠点となる場である「ソーシャルデザインセンタ

ー」について、今後の継続的・発展的な活動に向けた運営支援を実施した。さらに、「まちのひろ

ばフェス」において、各区の「ソーシャルデザインセンター」の取組を知り、学び合う機会として

「７区ＳＤＣ交流会」を実施した。 
また、区民会議に替わる新しい参加の場、区民による意見交換の場である「地域デザイン会議」

の試行実施に関する検証を行い、その結果を踏まえて「川崎市地域デザイン会議運営指針」を策定

し、本格実施を開始した。 
 

区役所サービス向上の取組 ３，７４５万円 

窓口及び電話応対の外部評価の調査・分析等を行い、各区役所で共有することで、各区役所の主

体的な取組として、「区役所サービス向上指針」に基づくサービス向上を推進した。 
また、亡くなった方に関する区役所での手続等について案内を行う予約制の相談窓口「おくやみ

コーナー」を７区役所で開設した。 
 

地域課題対応事業の実施 ４億８３２万円 

地域社会が抱える課題の解決や地域特性を活かしたまちづくりを推進するため、区民の参加と協

働により、区役所が自主的に企画立案し、事業を実施した。また、市制100周年を記念して、各区

においてイベント等を実施した。 
 

区の新たな課題即応事業の実施 ２，４８１万円 

年度途中に発生した区の新たな課題について、区長の権限により適切かつ迅速に対応する事業を

実施した。 
 

道路の維持補修 ４４億９３８万円 

市民生活に欠かすことのできない生活基盤である道路や施設等を、常に良好な状態に保つため、

舗装や側溝等の補修工事や設備の改修工事、道路や駅前広場の清掃及び除草等を実施した。また、

補修工事においては、市内中小企業者の年間を通じた安定的な受注機会の確保とともに、適切な工

期の確保と工事の施工時期の平準化に取り組んだ。 
 

水路の整備及び維持補修 ３億７４７万円 

水害防止や環境保全を図るため、水路改修を実施するとともに、水路の維持補修を実施した。 
 

街路樹の維持管理 ７億７７１万円 

街路樹のせん定・刈込、除草、清掃、害虫駆除、枯損木の撤去等の維持管理を行うとともに、今

後の計画的な維持管理に向けた管理水準等の検討を行った。また、「川崎市街路樹管理計画」に基

づき、街路樹更新を実施した。 
 

公園の維持管理 ２１億４６３万円 

「川崎市公園施設長寿命化計画」に基づき、安全かつ快適な市民利用のため、老朽化した施設の

改修等を実施した。また、生田緑地内のナラ枯れ対策等を実施するとともに、公園緑地内の樹木に

ついて、今後の計画的な維持管理に向けた管理水準等の検討を行った。 
 

戸籍・住民票等の証明書交付の利便性向上 １５億９，３９８万円 

コンビニエンスストア等における戸籍・住民票等の証明書の交付（コンビニ交付）手数料を減額

するなど、マイナンバーカードを利用したコンビニ交付の更なる普及促進を図るとともに、区役所

のマイナンバーカード交付予約枠の拡充や電子証明書更新のため、市内３か所に臨時窓口を開設し、

マイナンバーカードの交付・更新体制の強化を図った。 
また、市民の利便性向上のため、来庁前に転入情報等を入力できる「ネットdeスマート」や「引

越しワンストップサービス」の普及促進を図るとともに、区役所事務サービスシステムについて、



システムの稼働状況を踏まえた機能改修等を行い、安定的な管理体制を構築した。 
 

＜共生と参加のまちづくりに＞ 

外国人市民施策の推進 ２，８０１万円 

すべての人が互いに認め合い、人権が尊重され、自立した市民として共に暮らすことのできる「多

文化共生社会」の実現に向け、外国人市民代表者会議の運営や「多文化共生社会推進指針」に基づ

く施策を推進するとともに、窓口の多言語対応や情報の多言語化・やさしい日本語の活用、「多文

化共生総合相談ワンストップセンター」、新たな相談支援拠点「かわさき多文化共生プラザ」の運

営、「地域日本語教育推進方針」に基づく総合調整会議の設置・運営や総括コーディネーター等の

配置などの取組を実施した。 
 

共生社会の実現に向けた取組の推進 ４，０８１万円 

かわさきパラムーブメントのめざす「誰もが自分らしく暮らし、自己実現を目指せる地域づくり」

に向け、「バリアフルレストラン」の開催などを通じて、多様性や包摂の理解を促したほか、かわ

さきパラムーブメントの理念浸透を図る啓発活動を実施した。また、英国ホストタウンとして、ブ

リティッシュ・カウンシル等、英国と関係のある団体と連携した音楽ライブなどの取組を実施した。 
 

地域の安全・安心なまちづくりに向けた取組 ６億９，７７３万円 

犯罪抑止と治安イメージの向上を図ることを目的に、川崎駅周辺を重点地区として整備した防犯

カメラを運用するとともに、地域で発生する空き巣やひったくりなどの犯罪防止のため、自主防犯

活動団体へ防犯カメラの設置補助を行った。 
また、「川崎市犯罪被害者等支援条例」に基づき、「川崎市犯罪被害者等支援相談窓口」を運営

するとともに、見舞金や日常生活支援など犯罪被害者等に寄り添った支援を実施した。 
 

市民参加の促進と多様な主体との協働・連携のしくみづくり ２，２９１万円 

「これからのコミュニティ施策の基本的考え方」に基づき、「市民創発」による持続可能な暮ら

しやすい地域の実現に向け、「まちのひろば」づくり相談窓口の継続実施やＳＮＳを活用した広報、

職員の人材育成を目的とした研修などを実施した。また、地域の多様な主体による参加を応援する

ため、Facebook「つなぐっどＫＡＷＡＳＡＫＩ」や「川崎市コミュニティｎｏｔｅ」の運営、プロ

ボノを活用した人材マッチング事業を実施した。さらに、若者の行政参加促進事業など若者をはじ

めとした多様な世代・立場の市民による市政への参加促進に向けた取組を実施した。 
 

町内会・自治会、市民活動団体、ＮＰＯ法人などの活動支援 ２億４，７１９万円 

町内会・自治会活動の活性化に寄与するため、加入促進チラシの作成・配布や、地域総合情報紙

の活用により町内会・自治会活動の魅力を発信した。また、町内会・自治会の公益的な事業活動に

対する補助を実施するとともに、地域の拠点となる会館の整備を促進するため、会館整備に対する

費用の一部を補助した。 
ＮＰＯ法人等、多様な市民活動の発展・促進を図るため、市民活動補償制度を実施するとともに、

団体運営の基盤強化に資するセミナーの開催や、活動を支える寄附の促進に向けた情報発信など市

民活動への支援を行った。 
 

人権施策及び平和施策の推進 ２億４，２１１万円 

人権を尊重し、共に生きる社会をめざして、「川崎市差別のない人権尊重のまちづくり条例」に

基づき、人権侵害による被害に係る支援のための「かわさき人権相談」の運用、本邦外出身者に対

する不当な差別的言動の解消に向けた啓発活動の実施、男女共同参画社会の実現に向けた男女平等

施策の推進など、「人権施策推進基本計画」に掲げられた人権施策・事業を総合的に推進した。さ

らに、平和都市の創造及び恒久平和の実現をめざして、「核兵器廃絶平和都市宣言」の理念に基づ

き、平和啓発事業を行った。 



文化芸術の振興 ３４億３，５６１万円 

「第３期川崎市文化芸術振興計画」に基づき、文化施策全体の進行管理を図りながら、文化団体

等と協働・連携した各種文化芸術事業を始め、アート・フォー・オール、パラアートに関する取組

等を推進することで、誰もが気軽に文化芸術に触れ、参加することができる環境づくりを行った。 
「かわさきジャズ」等の開催や「音楽のまち・かわさき」推進協議会、「映像のまち・かわさき」

推進フォーラム等と連携して、音楽・映像を活用したまちづくり等を推進した。 
また、「ミューザ川崎シンフォニーホール」、「藤子・Ｆ・不二雄ミュージアム」、「岡本太郎

美術館」、「アートセンター」、「小黒恵子童謡記念館」、「川崎浮世絵ギャラリー」等の施設に

ついては、文化芸術を通じて、本市の魅力を広く発信した。「市民ミュージアム」については、ア

ウトリーチによる展覧会等の開催及び被災収蔵品の応急処置等のレスキュー作業を推進するととも

に、新たなミュージアムの事業内容や開設地、施設整備の基本方針など、新たなミュージアムの実

現に向けた具体的な諸計画を示すため、「新たなミュージアムに関する基本計画」を取りまとめた。 
 

市民スポーツの推進 ２億８，４３４万円 

「川崎市スポーツ推進計画」に基づき、スポーツ関係団体等と連携し、「かわさき多摩川マラソ

ン」など、多くの方が気軽に参加できる様々なスポーツ事業を実施するとともに、パラスポーツの

普及促進のための取組を進めるなど、かわさきパラムーブメントのめざす共生社会の実現に向け、

障害の有無に関わらず、誰もが日常的にスポーツに親しめる環境づくりを推進した。 
また、「若者文化の発信によるまちづくりに向けた環境整備等に関する基本計画」に基づき、若

者文化の認知度向上や機運醸成に向けて、ジャンプロープの国際大会「ASIAN JUMP ROPE 
CHAMPIONSHIPS 2024」の開催支援等を行ったほか、「カワサキ文化会館」の移設に向けた工

事に着手した。 
さらに、川崎を拠点として活躍する「かわさきスポーツパートナー」と連携し、ホームタウンス

ポーツを推進するとともに、川崎の魅力・活力を高めるまちづくりを推進した。 
 

＜港湾の整備に＞ 

  カーボンニュートラルポート（ＣＮＰ）の形成 １億６，８８２万円 

官民連携による川崎港ＣＮＰ形成推進協議会を２回開催し、令和７年３月に改定した「川崎港港

湾脱炭素化推進計画（ＣＮＰ形成計画）」においては、各事業者の取組等を更新・追加した。また、

川崎港におけるブルーカーボンを中心としたＣＯ２吸収源対策のあり方に関する調査・検討を行っ

た。 
さらに、老朽化した海面清掃船の更新にあたり、環境配慮型船舶（電気推進船）２隻の建造を推

進し、うち１隻を完成させるなど、川崎港のカーボンニュートラル化を推進した。 
  魅力ある港湾空間の形成 １，４４３万円 

不法投棄が多くみられる箇所に監視カメラを配置するほか、監視カメラの存在を示す看板を設置

することで、引き続きゴミを捨てにくい環境づくりに取り組んだ。また、立地企業等へのヒアリン

グ及び指導を継続するなど、違法駐車車両の抑制に向けた活動を実施した。 
 

港湾施設の整備 ７０億５，７２０万円 

川崎港の防災・減災対策を推進するため、防潮扉をはじめとする海岸保全施設の改良を推進する

とともに、東扇島小型船溜まりの静穏度を確保するため、防波堤の整備を推進した。また、物流機

能及び防災機能の強化を図るため、国の直轄事業による臨港道路東扇島水江町線の整備を推進した。 
 
 


